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○ 申請書類の記入に当たっては、総合評定値通知書（建設業法（昭和24年法律第100号） 

第27条の29第１項の規定による国土交通大臣又は都道府県知事からの通知で、申請日の直

前のものをいいます。）と重複する項目については、当該通知書と同様の記入をし、それ以

外の項目は申請日現在の状況を記入してください。 

ただし、総合評定値通知書の申請以降に変更等が生じ、総合評定値通知書と異なる項目が

ある場合には、総合評定値通知書の写しの余白に「経審の変更あり」または「別紙あり」な

どの旨を注記し、変更等を証する書面の写しを添付してください。 

〇 申請書類に用いる文字は日本工業規格（ＪＩＳ）第一水準・第二水準に規定されているも

のに限ります。それ以外の漢字については、類似漢字若しくは仮名に書き換えてください。 

〇 末尾の記入例（一般的な法人を想定）も併せてご参照ください。 

〇 様式上、「※」に該当する項目については、記入しないでください。 

○ 異なる申請書式を使用せず、必ず最新のものをお使いください。受付・審査担当より再提

出を求められる場合があります。 

 

１ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）…【様式１－１】 

 (1) 「01 １：新規／２：更新」欄には、該当する申請区分の番号（１又は２）に「○」印

を付してください。なお、「１：新規」とは、当機構に対して過去に一度も申請したこと

がない場合をいいます。 

 (2) 「02 受付番号」欄は、記入しないでください。 

 (3) 「03 業者コード」欄は、過去に当機構から認定を受けた場合、直近の業者登録番号７

桁を記載してください。 

 (4) 「04 建設業許可番号」欄は、建設業の許可番号（８桁）を「－」（ハイフン）なしで

総合評定値通知書（建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の29第１項の請求により国

土交通大臣又は都道府県知事から通知されたもので、申請日の直近のものをいう。）から

転記してください。 

 (5) 「05 申請者の規模」欄は、記入しないでください。 

 (6) 「06 適格組合証明」欄には、官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

（昭和41年法律第97号)第２条第１項第４号に該当する組合について、経済産業局長又

は沖縄総合事務局長が発行する官公需適格組合証明書の取得年月日及び番号を記入して

ください。 

 (7) 「07 本社（店）郵便番号」から「16 メールアドレス」までの各欄は、次により記入し

てください。 

  ① フリガナの欄は、カタカナで記入してください。なお、「09 本社（店）住所」欄の

都道府県名、「10 商号又は名称」欄の株式会社等法人の種類を表す文字及び「11 役

職」欄の代表者の役職については、フリガナは記入しないでください。（④の表に示す

もの以外の法人の種類を表す文字についても、フリガナは記入しないでください。） 
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  ② 「08 法人番号」欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成25年法律第27号）第58条第１項又は第２項の規定により法人番号

の指定を受けた者について、国税庁長官から通知された半角13桁の法人番号を記入して

ください。なお、個人の場合など、法人番号の通知を受けていない場合には記入は不要

です。 

  ③ 「09 本社（店）住所」欄での「丁目」及び「番地」の文字は、「－」（ハイフン）

を用いて記入することにより省略してください。 

 （例） ヨ コ ハ マ シ ナ カ ク ホ ン チ ョ ウ                         

神奈川県横浜市中区本町７－７－７ 

  ④ 「10 商号又は名称」欄での株式会社等法人の種類を表す文字については、下記の略

号を用いて記入してください。フリガナはカタカナ（全角大文字）で記入してください。 

種類 略号 種類 略号 種類 略号 

株式会社 （株） 有限会社 （有） 合資会社 （資） 

合名会社 （名） 協同組合 （同） 協業組合 （業） 

企業組合 （企） 合同会社 （合） 
有限責任 

事業組合 
（責） 

経常建設 

共同企業体 
（共） 一般財団法人 （一財） 一般社団法人 （一社） 

公益財団法人 （公財） 公益社団法人 （公社） 特例財団法人 （特財） 

特例社団法人 （特社） 
特定非営利 

活動法人 
（特非） 社会福祉法人 （福） 

 （例）ヨ コ ハ マ ケ ン セ ツ                                       

（株）横浜建設 

  ⑤ 「11 代表者氏名」欄及び「12 担当者氏名」欄での氏名（フリガナを含む。）につい

ては、姓と名前との間は全角スペース（手書きの場合は1文字）空けて、スペース含む

10文字以内で記入してください。なお、「12 担当者氏名」欄は、営業担当ではなく、

資格審査申請の担当者名（当方からの本申請の内容について質問に答えられる方の名

前）を記入してください。 

 （例）ヨ コ ハ マ   タ ロ ウ                 

横浜 太郎 

  ⑥ 「13 本社（店）電話番号」欄、「14 担当者電話番号」（必要があれば内線番号）欄

及び「15 本社（店）ＦＡＸ番号」欄での、市外局番、市内局番及び番号との間は、そ

れぞれ「－」（ハイフン）で区切って記入し、（ ）（カッコ）は用いないでください。

本社（店）ＦＡＸ番号を持っていない場合は、「－」（ハイフン）と記入してください。 
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 （例） 

０４５－６５０－×××× 

  ⑦ 「16 メールアドレス」欄は、当機構からの種々の連絡に対応でき得るアドレスを記

入してください。なお、メールアドレスを持っていない場合は、「－」（ハイフン）と

記入してください。 

 (8) 「17 申請代理人」欄は、行政書士等が代理申請する場合に使用してください。 

   なお、申請者の従業員が代表者に代わって申請書を提出する場合は本欄への記載は不

要です。 

 (9) 「18 外資状況」欄については、外資系企業（日本国籍会社を含む。）の場合に、該当

する会社区分の番号（１、２、３のいずれか）に「○」印を付すとともに、〔 〕内に外

国名を、（  ）内に当該国の資本の比率をそれぞれ記入してください。なお、「２ 日本

国籍会社（100%）」とは 本店が日本にあるが100パーセント外国資本の会社を、３日本国

籍会社」とは本店が日本にあるが一部外国資本の会社をそれぞれいいます。３か国以上の

場合は、主な2か国を記載して頂き、合計で100％になるように記載してください。（例 日

本国 60％、アメリカ合衆国等 40％）※本欄は、外国資本がある会社のみ記入してくださ

い。 

 (10) 「19 営業年数」欄には、競争への参加を希望する工事の種類（以下「競争参加資格希

望工種」という。）に係る建設業の許可又は登録を受けて事業を開始した日（２業種以上

のときは最も早い開始日）から審査基準日（競争参加資格審査の申請をしようとする日の

直前に受けた経営事項審査の審査基準日。以下同じ。）までの期間（１年未満切捨て）を

記入してください。なお、その期間に当該事業を中断した期間がある場合には、当該事業

を中断した期間を控除した期間（１年未満切捨て）とします。なお、共同企業体の場合は

同算定方法による各構成員の平均年数（１年未満切捨て）を、官公需適格組合で総合点数

の算定等の特例扱いを希望する場合はこの算定方法による組合及び審査対象者の平均年

数（１年未満切捨て）を記入してください。 

 (11) 「20 総職員数」欄には、審査基準日における雇用期間を特に限定することなく雇用さ

れた者（建設業以外の事業に従事する者を含む。）に、法人にあっては取締役又はこれら

に準ずる者で常勤のものの数を、個人にあってはその者又はその支配人で常勤のものの

数を加えた数を記載する。 

 (12) 「21 設立年月日」欄には、登記事項証明書記載の設立年月日を記入してください。な

お、個人または個人事業主の方は創業年月日を西暦で記入してください。 

 (13) 「22 みなし大企業」欄には、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項第

１号に規定する中小企業のうち、発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上

を同一の大企業が所有している中小企業、発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分

の２以上を大企業が所有している中小企業、大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役
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員総数の２分の１以上を占めている中小企業のいずれかに該当する中小企業（みなし大

企業）は、「□下記のいずれかに該当する」の欄に「○」を記入し、上記に該当しない場

合は「□該当しない」の欄に「○」を記入してください。 

 (14) 「23  完成工事高」の各欄については、次により記入してください。なお、申請可能な

「①競争参加資格希望工種区分」は、当該工種区分に対応する建設業の許可（別冊「一般

競争（指名競争）参加資格審査申請書等の受付について」（以下「受付案内書」という。）

「表３ 受付工事種別」をご参照ください。）を受けており、かつ、総合評定値の通知を

受けているものに限られます。 

  ① 「② 年間平均完成工事高」欄には、希望する工種区分ごとに年間平均完成工事高（消

費税を除く金額。以下本項目において同じ。）を記入してください。 

    年間平均完成工事高は総合評定値通知書における「年平均」に記載されている金額を

もとに記入してください。なお、総合評定値通知書に記載されている１つの年間平均完

成工事高を、いくつかの登録を希望する工事種別に分割して申請する場合及び総合評定

値通知書に記載されているいくつかの年間平均完成工事高を、登録を希望する１つの工

事種別に合算して申請する場合には、「工事分割内訳表（様式４）」を提出していただ

くことになります。 

    また、実績がない工種区分を希望するときは、「０」を記入してください。 

    なお、審査基準日の直前２年の間に創業や営業年度の変更があった場合には、経営事

項審査の算定方法と同様の方法で求めてください。 

  ② 個人企業から会社組織に移行した場合、他の企業を吸収した場合等にあっては、移行

前の企業体、吸収前の企業体等の実績（ただし、申請者が行っている工事業に係るもの

に限る。）を含めた完成工事高を記入してください。 

  ③ 共同企業体の場合は各構成員の完成工事高の合計金額を、官公需適格組合で総合点

数の算定等の特例扱いを希望する場合は組合及び審査対象者の完成工事高の合計金額

をそれぞれ記入してください。 

  ④ 「③ 申請を希望する部局」欄については、申請を希望する地区（東日本地区、中部

地区、関西地区及び九州地区をいいます。）の欄に「○」を記入してください。この場

合において、申請を希望する地区は工種区分ごとに選定できます。 

  ⑤ 「競争参加を希望しない工事」の欄には、希望する工種区分以外の工事の完成工事高

を記入してください。ただし、当該完成工事高には、建設工事以外の請負契約（測量・

土質調査・建設コンサルタント等）、物品の販売等の兼業売上高は含みません。 

  ⑥ 「合計」の欄には、希望する工種区分の完成工事高及び競争参加を希望しない工事の

完成工事高の合計を記入してください。 

 （例） 下表の実績を持つ者が以下のとおり申請する場合、次のとおり記載する。 
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総合評定値の通知を受けた 

許可業種 

年間平均完成工事高  希望工種区分 希望地区（部局） 

建築一式工事 32,265 千円 建築 東日本地区、中部地区 

土木一式工事 246,150 千円 土木 全地区 

保全土木 

電気工事 15,753 千円 電気 東日本地区 

電気通信工事 11,075 千円 

管工事 3,540 千円 管 登録を希望しない 

造園工事 実績なし（0円） 造園 東日本地区、関西地区 

とび・土工・コンクリート

工事 

1,560 千円 その他 東日本地区 

その他工事 870 千円 

 

①競争参加資格 

希望工種区分 
②年間平均完成工事高（千円） 

③申請を希望する部局 

01 02 03 04 

東日本 中部 関西 九州 

01 建 築           3 2 2 6 5 ○ ○ 

  

02 土 木         1 4 6 1 5 0 ○ ○ ○ ○ 

03 電 気           2 6 8 2 8 ○ 

   

04 管                     

    

05 造 園                   0 ○ 

 

○ 

 

06 保 全 建 築                     

    

07 保 全 土 木         1 0 0 0 0 0 ○ ○ ○ ○ 

15 そ の 他             2 4 3 0 ○ 

   

競争参加を希望 

しない工事 

            3 5 4 0 

    

  ※ 「競争参加を希望しない工事」の欄には、登録を希望しない工事の完成工事高を合計

して記入してください（例の場合「管」の３，５４０千円）。 

 

２ 営業所一覧表…【様式２】 

  営業所は申請を希望する登録地区（東日本、中部、関西、九州）ごとに、以下(2)を満た

す申請者の１営業所だけ記入してください。 

 (1)  当該様式については、申請日現在で作成してください。 

 (2) 「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所（総合評定値の通知

を受けた建設業許可業種を有している事務所。ただし、希望工種区分が「その他」の区分

の「その他工事」（ＰＣ橋梁工事を除く。）のみの場合、登記事項証明書又は商業登記簿

謄本に記載の事務所）の名称を記入してください。 

 (3) 「所在地」欄には、営業所の所在地（都道府県名から）を左詰めで記入し、「丁目」及

び「番地」の文字は「－」（ハイフン）を用いて記入することにより省略してください。 

 (4) 「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ記入す
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ることとし、市外局番、市内局番及び番号は「－」（ハイフン）で区切ってください。Ｆ

ＡＸ番号を持っていない場合は、「－」（ハイフン）と記入してください。 

 (5) 「建設業許可業種」欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する総合評定値

の通知を受けた建設業許可業種の欄に、「○」を記入してください。（建設業許可を有し

ていても、総合評定値の通知を受けていない建設業許可業種には、「○」を記入しないで

ください。） 

 

３ 業態調書…【様式３】 

  次の事項に従って記入してください。 

 (1) 有資格技術職員内訳の「人数」欄には、様式に記載されている資格に該当する者につい

て、それぞれ資格別に人数を右詰めで記入してください。なお、１人で２以上の資格を有

している場合には、それぞれの資格に重複して計上できますが、技術士以外の資格で、１

級及び２級の同資格を有している者等は、１級の欄のみに計上してください。 

 (2) 「合計」欄には、検定種目等の区分ごとに記入した人数の合計（単純に合計したもの）

を記入してください。 

 (3) 「実人数」欄には、検定種目等の区分ごとに記入した人数の実人数を記入してください。

※必然的に「実人数」は「合計」の人数以下となります。 

 (4) 「監理技術者資格者証所持者数」欄には、監理技術者資格者証を所持している人数を記

入してください（(2)の「合計」には含みません。）。 

 (5) 「その他工事の内容」欄については、受付案内書の「表３ 受付工事種別」における「そ

の他工事」を希望する場合に、その具体的な内容を10文字以内（漢字を含む。）で必ず記

入してください。 

 

４ 外国事業者が申請する場合の提出書類等 

 (1) 申請者の「09 本社（店）住所」欄については、本社（店）の所在する国名及び所在地

名を記入してください。なお、日本国内に連絡事務所がある場合には、その所在地を同欄

に（）（カッコ書き）で記入してください。 

 (2) 申請書の「10 商号又は名称」欄については、株式会社等の法人の種類を表す漢字が商

号にない場合には、略号の記載は不要です。 

 (3) 登記簿謄本又は身元証明書及び納税証明書については、証明書等に代えて、当該国の管

轄官庁又は権限のある機関の発行する書面とします。 

 (4) 提出する書類等について、外国語で記入された事項については、日本語の訳文を添付し

てください。 

 (5) 申請書類の金額表示は、邦貨に換算する必要がある場合には、審査基準日における出納

官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する外国貨幣換算率により換算し
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て得た額を記入してください。 

 

５ 送付前チェックシート 

（1） 提出書類が全て揃っていること、ファイル名が正しく変更されていることを確認してく

ださい。 

（2） 提出書類について、チェック欄のプルダウンより〇または×を選択してください。 

 

以 上  

 



※当記入例は、別冊「受付について」と併せてご利用ください。
様式１－１

○

　令和7・8年度において、貴機構で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。 ※格付審査の特例の適用または点数加算措置を希望する場合のみ

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。 以下を選択してください。

令和 7 年

殿

）

（17代理申請時使用欄）

〕 〕 〕〔国名： 〕

（外資比率： ％）　（外資比率： ％）

年 月 日

下記のいずれかに該当する 該当しない

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業
・発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業
・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業

　※欄については、記載しないこと（以下同じ。）。

ヨコハマ　タロウ

1234567891234

○

アメリカ合衆国 〔国名：

ヨコハマシナカクホンチョウ

担当者氏名

本社(店)住所

横浜　太郎

外資状況

申請代理人郵便番号

申請代理人住　　所

申請代理人氏　　名

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

代表者氏名

ヨコハマケンセツ

（株）横浜建設

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

商号又は名称

役職

申請代理人

本社(店)ＦＡＸ番号

ヨコハマ　ハナコ

01

本社(店)郵便番号

※02受付番号 業 者 コ ー ド

建設業許可番号

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

※申請者 06適格組

18 日7 月

1234567

231 -

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

　　年　　月　　日　

05の規模 合証明

１：新規

２：更新

 03

 04

設立年月日 みなし大企業

３　日本国籍会社１ 外国籍会社 ２ 日本国籍会社○

090-0000-0000045-650-0000

045-650-0000

2000 01 21

（外資比率：100％） 総職員数
（人）

本社(店)電話番号

22

52

申請代理人電話番号

（内線番号

〔国名： 〔国名：

年営業年数

16000001

代表取締役

メールアドレス

神奈川県 横浜市中区本町７－７－７

担当者電話番号

横浜　華子

第　　　　　　　　　号

xxx@yokohama.xxx

0005 法人番号

独 立 行 政 法 人 都 市 再 生 機 構

ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

09

07

10

11

12

13 14

15 16

18 19

20

17

08

21 22

09

07

10

11

12

13 14

15 16

18 19

20

17

08

21 22

【新規とは】
当機構に対して、過去に一度も
申請したことがないことをいいます。
該当する欄に「○」印を記載してください。

【建設業許可番号】
建設業の許可番号８ケタを「-」（ハイフン）無しで、総合評定値通知書から転記してください。

【業者コード】
過去に当機構から認定を受けた場合、直近の業者登録番号7ケタを記載してください。

【法人番号】
・国税庁法人番号公表サイトで確認することができます。
・必ず13ケタで記載してください。
なお、個人での申請の場合は記入しないでください。

【住所】
都道府県のみ記載してください。
外国事業者に関しては外国を選択してください

【住所】
市区町村以下を入力してください。

【商号又は名称（フリガナ）】
株式会社等法人の種類を表す文字のフリガナは記入しないでください。略号
の記載がない場合も同様です。

【代理申請時使用欄】
・行政書士等が代理申請する場合に使用する欄です。
・申請者の従業員が代表者に代わって申請書を提出する場合は、本欄への記入は不要です。
・代理人申請の場合は委任状の提出が必要です。

【外資状況】
外資系企業の場合に記入して
ください。

【設立年月日】
登記事項証明書記載の設立年月日を西暦で記入してください。なお、個人また
は個人事業主での申請の場合は創業年月日を西暦で記入してください。

【営業年数】
競争への参加を希望する工事の種類に係る建
設業の許可又は登録を受けて事業を開始した
日（２業種以上のときは最も早い開始日）か
ら審査基準日までの期間（１年未満切捨て
【半角数字】）を記入してください。なお、その
期間に当該事業を中断した期間がある場合に
は、当該事業を中断した期間を控除した期間
（１年未満切捨て）とします。

【みなし大企業】
枠内の内容を確認し、該当する欄に「○」印を記載してください。

【FAX番号】
FAX番号が無い場合は、ハイフン「-」と記入してください。

【担当者氏名】
資格審査申請の担当者名（当方からの本申請の内容について質問に答え
られる方の名前）を記入してください。

【メールアドレス】
メールアドレスが無い場合は、ハイフン「-」と記入してください。



※当記入例は、別冊「受付について」と併せてご利用ください。
様式１－２ （株）横浜建設

01 02 03 04
東日本 中部 関西 九州

01 ○ ○

02 ○ ○ ○ ○

03 ○

04

05 ○ ○

06 ○ ○

07

08

09

10

11

12

13

14

15 ○

競 争 参 加 資 格
希 望 工 種 区 分

汚 水 処 理 施 設

そ の 他

0

0

870

ふ す ま

※受付番号

23

電 気

管

土 木

建 築

完
　
　
　
成
　
　
　
工
　
　
　
事
　
　
　
高

防 水

機 械 設 置

舗 装

畳

造 園

塗 装

保 全 建 築

保 全 土 木

　（注）　完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

し な い 工 事
競 争 参 加 を 希 望

合　　　　　　計 298,578

3,540

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
　　②　年　間　平　均　完　成　工　事　高

1234567

③ 申 請 を 希 望 す る 部 局

32,265

246,150

15,753

業者コード

①様式1-2は、「総合評定値通知書」をもとに記入してください。
なお、このサンプルは以下を仮定して作成しています。

■総合評定値（P）の通知を受けている建設工事の種類

（単位：千円）

・建築一式 ： 完成工事高 32,265

・土木一式 ： 完成工事高 246,150

・電気 ： 完成工事高 15,753

・管 ： 完成工事高 3,540

・造園 ： 完成工事高 0

・しゅんせつ ： 完成工事高 870

■登録を希望する工種

・建築

・土木

・電気

・造園

・保全建築

・その他

【競争参加希望工種区分】
競争参加を希望する工種区分は、当該工種区分に対応する建設業法の建設工事の種類について建設業の許可を受けており、かつ、総合評定値(P)の通知を受けているものに限られます。
詳しくは、「建設工事競争参加資格審査申請書等の受付について」（表３ 受付工事種別）も参照してください。

【年間平均完成工事高】
希望する工種区分ごとに年間平均完成工事高（消費税は除
きます。）を記入してください。年間平均完成工事高は、総合
評定値通知書における「年平均」に記載されている金額をもとに
記入してください。

【申請を希望する部局】
「○」印を付けた地区について、当該地区における常時契約を
締結する自社の本社（店）又は支社（店）等営業所の名
称等を、「営業所一覧（様式２）」に記入してください。

総合評定値通知書に記載されている１つの年間平均完成工
事高を、いくつかの登録を希望する工事種別に分割して申請す
る場合には、「工事分割内訳表」も提出してください。
※このサンプルは、「建築一式」の年間平均工事高を、「建築」
と「保全建築」に分割した例です。

総合評定値(P)の通知を受けているが、売上
実績がない工種区分を希望するときは、「０」
を記入してください。

【競争参加を希望しない工事】
希望する工種区分以外の工事の完成工事高を記入してくださ
い。ただし、当該完成工事高には、建設工事以外の請負契約
（測量・土質調査・建設コンサルタント等）、物品の販売等の
兼業売上高は含みません。

【合計】
希望する工種区分の完成工事高及び競争参加を希望しない
工事の完成工事高の合計を記入してください。



※当記入例は、別冊「受付について」と併せてご利用ください。

様式２ （株）横浜建設

-

-

-

-

記載要領

1 本表は、申請日現在で作成すること。

2 「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本社（店）又は支社（店）等営業所の名称を記載すること。

3 「所在地」欄には、営業所の所在地を左詰めで記載すること。

4 「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は「－（ハイフン）」で区切ること。

5 「建設業許可業種」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する総合評定値の通知を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すること。

業者コード 1234567

営  業  所  一  覧  表

番
号

営 業 所 名 称
郵便
番号

所        在        地

電 話 番 号（上段）

※受付番号

ＦＡＸ番号（下段） 筋 舗しゅ板

建  設  業  許  可  業  種　

土 建 大

01
東日本地区 231

神奈川
県

横浜市中区本町７－７－７
045-650-0000

本社 0005 045-650-0000

02
中部地区 452

愛知県 清須市須ケ口駅前７－７－７
052-5086290

名古屋支社 0912 052-508-6290

03
関西地区 542

大阪府 大阪市中央区上本町西７－７
06-6766-0000

大阪事業部 0062 06-6766-0000

04
九州地区 860

熊本県 熊本市中央区辛島町７－７７
096-288-0000

九州支社 0804 -

清 解

○ ○ ○

通 園 井 具 水 消ガ 塗 絶タ 鋼

○

左 と 石 屋 電 管 防 内 機

○○

○

○ ○

○

○

【営業所名称】
常時契約を締結する本店又は支店等営業所（総合評定値の通知を受けた建設業許可業種を
有している事務所。ただし、希望工種区分が「その他」の区分の「その他工事」（ＰＣ橋梁工事を
除く。）のみの場合、登記事項証明書又は商業登記簿謄本に記載の事務所）の名称を記入し
てください。

【営業所一覧表】
完成工事高（様式１－２）の「③申請を希望する部局」で○を付けた地区について、漏れなく記入してください。
なお、営業所は申請を希望する登録地区（東日本、中部、関西、九州）ごとに、１営業所だけ記入してください。

【建設業許可業種】
「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する総合評定値の通知を受けた建設業許可業種の
欄に、「○」を記入してください。（建設業許可を有していても、総合評定値の通知を受けていない
建設業許可業種には、「○」を記入しないでください。）

【FAX番号】
FAX番号が無い場合は、ハイフン「-」と記入してください。

記載要領を確認してください。

【住所】
都道府県のみ記載してください。
外国事業者に関しては外国を選択してください

【住所】
市区町村以下を入力してください。



※当記入例は、別冊「受付について」と併せてご利用ください。

有資格技術職員内訳

選　　択　　科　　目

「鋼構造物及びコンクリート」

その他

「農業農村工学」

「流体機器」又は「熱・動力エネルギー機器」

その他

「上水道及び工業用水道」

その他

「林業・林産」

「森林土木」

「水質管理」

「廃棄物・資源循環」

その他

一級建築士

二級建築士

木造建築士

合　　　　　計

実　　人　　数

その他工事の内容(具体の工事内容を記載）

しゅんせつ工事その他工事の内容

　監理技術者資格者証所持者数

一級

二級
電気工事施工管理技士

二級

一級

造園施工管理技士
一級

二級

施
　
　
工
　
　
管
　
　
理
　
　
技
　
　
士
　
　
等

検 定 種 目

土木施工管理技士

建設機械施工技士

※受付番号

建築士

業者コード

管工事施工管理技士

電気通信工事施工管理技士

一級

二級

二級

土木

級 別 ・ 種 別

業　　　態　　　調　　　書

建築施工管理技士

1234567

1

1

1

1

技
　
　
　
　
　
　
術
　
　
　
　
　
　
士

1

1

人　　　数

1

1

技 術 部 門

建設

農業

電気電子

森林

衛生工学

機械

上下水道

1

建
築
士
等

1

2

21

1

1

建築設備資格者

22

1

1

二級

一級

二級

5

躯体

人　　　数

鋼構造物塗装

薬液注入 1

仕上げ

建築

一級

一級

【人数】
・１人で２以上の資格を有している場合には、そ
れぞれの資格に重複して計上してください。
・技術士以外の資格で１級及び２級の同資格を
有している場合は、１級の欄のみに計上してくださ
い。

【合計】
検定種目等の区分ごとに記入した人数の合計
（単純に合計したもの）を記入してください。
※監理技術者資格者証所持者数は含みません。

【実人数】
検定種目等の区分ごとに記入した人数の実人数
を記入してください。
※必然的に「実人数」は「合計」の人数以下にな
ります。

【その他工事の内容】
別冊「受付について」の「表３受付工事種別」における「その他工
事」を希望する場合に、その具体的な内容を10文字以内で記入
してくだい。



 様式４ （株）横浜建設

（単位：千円）

07 08 09 10 11 12 13 14 15

01 246,150

02 32,265

03

04

05

06

07

08 15,753

09 3,540 3,540

10

11

12

13

14 870 870

15

16

17

18

19

20

21

22

23 0

24

25

26

27

28

29

870 3,540 298,578

記載要領

1   着色していない部分には何も記載しないこと。

2 　本表は総合評定値通知書に記載されている工事種別ごとの年間平均完成工事高を、当機構の定める「競争参加資格希望工種区分」に分割又は合算して申請する場合に作成すること。

3 　右側※の「建設業法上の建設工事」(｢その他｣を除く｡)の各合計値は、総合評定値通知書における建設工事の種別ごとの年間平均完成工事高と同一であること。

4 　「建設業法上の建設工事」の種別には、経営事項審査を受けた全ての建設工事の種別に対応した年間平均完成工事高を記載し、また「競争参加資格希望工種区分」には、それに該当する全て

の「競争参加資格希望工種区分」を記載すること。

1234567

246,150

32,265

15,753

0

合　　　　　計 32,265

電 気 通 信 工 事

造 園 工 事

水 道 施 設 工 事

さ く 井 工 事

建 具 工 事

内 装 仕 上 工 事

し ゅ ん せ つ 工 事

石 工 事

ガ ラ ス 工 事

塗 装 工 事

タイル・れんが・ブロック工事

鋼 構 造 物 工 事

そ　　の　　他

清 掃 施 設 工 事

消 防 施 設 工 事

解 体 工 事

熱 絶 縁 工 事

板 金 工 事

鉄 筋 工 事

屋 根 工 事

電 気 工 事

管 工 事

機械器具設置工事

ほ 装 工 事

防 水 工 事

※合　計
工事参加
を希望し
ない工事舗装

汚水処理
施　　設

その他ふすま

06

保全建築 畳塗装 防水 機械設置

※受付番号

とび・土工・コンクリート工事

土 木 工 事 一 式

建 築 工 事 一 式

大 工 工 事

左 官 工 事

競争参加資格希望 02 03

電気

業者コード

工種区分

建設業法上の建設工事
土木

01

建築

246,150 15,753

工　 事　 分　 割　 内　 訳　 表

保全土木

04

管

0

05

造園

0

0

【 工事分割内訳表】
総合評定値通知書に記載されている１つの年間平均完成工事高を、いくつかの登録を希望する工事種別に分割して申請する場合及び総合評定値通知書に記載されているいくつかの年
間平均完成工事高を登録を希望する１つの工事種別に合算して申請する場合には、この「工事分割内訳表」を提出してください。

【記載要領１について】
薄黄色のセルに入力してください。（白色セルには入力しないでください。）

様式1-2は、「総合評定値通知書」をもとに記入してください。
なお、このサンプルは以下を仮定して作成しています。

■総合評定値（P）の通知を受けている建設工事の種類

（単位：千円）

・建築一式 ： 完成工事高 32,265

・土木一式 ： 完成工事高 246,150

・電気 ： 完成工事高 15,753

・管 ： 完成工事高 3,540

・造園 ： 完成工事高 0

・しゅんせつ ： 完成工事高 870

■登録を希望する工種

・建築

・土木

・電気

・造園

・保全建築

・その他

総合評定値の通知を受けているが、登録は希望しない工種
については、空白にしてください。
※「0（ゼロ）」の記入はしないでください。記入すると登録
の意思があることになります。

例）
①このサンプルでは、総合評定値通知書では「管」の総合評
定値の通知を受けているが、「管」の登録を希望しないので
空白にしている。
②このサンプルでは、総合評定値通知書では「土木一式」の
総合評定値の通知を受けているが、「保全土木」の登録を
希望しないので空白にしている。


